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Ａ．研究目的 
がん医療において、がん拠点病院等のがん治療

施設と地域の在宅医療・介護との連携体制の構築
が求められている。この課題の解決を目指し、本
研究では、全国の各地域で、がん緩和ケアのネッ
トワークを構築し、関係者間の連携・調整を担う
人材として「地域緩和ケア連携調整員」を養成す
る研修プログラムの開発を目的とする。さらに、
これらの人材を支援していく中央機能のあり方に
ついても検討し、全国でがんの地域緩和ケアの提
供体制の整備を進めていく包括的な方策を提示し
ていくことを目指す。 
 
Ｂ．研究方法 
全国の各地域においてがん医療における地域

緩和ケアの提供体制の構築を目的に、医療福祉
関係者のネットワーキングを進め、地域連携会
議の開催や地域の課題の抽出と解決に向けた計
画立案などの実務を担う地域緩和ケア連携調整
員を養成する養成プログラムを開発し、そのプ
ログラムの有用性について検証を行う。研究班
として作成された人材育成のための養成プログ
ラムを厚生労働省及び関係者に提示し、研修の
実施を支援する。平成 29年度は、平成 28 年度
に実施した研修の評価から、より各地域の緩和
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のがん緩和ケアのネットワークの取り組み状況に応じた研修内容の設定を行い、実施した。そ
れに基づく研修会の効果についての検証を行ない、その有用性を確認した。 
 



ケア連携体制構築の度合いに即したプログラム
開発を目指し、講義内容の検討、追加を行い、
研修内容の再構築を行った。研修内容の専門家
パネルにより養成プログラムの内容妥当性を検
討し、確定したプログラムに基づいて研修会を
実施した。そして、その実行可能性及び有用性
について検討した。 
また、平成 28年度の研修修了者を対象に、研

修受講後の活動状況についての調査を行った。 
 

Ｃ．研究結果 
平成 29 年度より、各地域の連携構築の進み具

合に即した研修となるようベーシックコースとア
ドバンスコースの研修プログラムを新たに開発し
た。開発した研修プログラムは、厚生労働省の委
託を受けた国立がん研究センターに提供され、国
立がん研究センターにおいて、本研修プログラム
に基づいた研修が合計 3回開催された。研修後ア
ンケートでは、研修の満足度は、受講者の 9割が
満足していた。研修の効果として、研修前後で比
較すると地域連携における自信が上がっており、
研修プログラムの実行可能性及び効果を確認し
た。また、受講生の研修満足度を前年度と比較す
ると、平成 28年度では 7割であったものが、平
成 29年度では 9割に達した。 

 
なお、厚生労働省の委託に基づいて開催された

国立がん研究センターでかい際された研修の概要
は以下の通りである。 

ベーシックコースとしては、がん診療連携拠点
病院の医療従事者を対象とし、平成 29年 9月 2
日・3日と 9月 30 日・10月 1 日の 2回開催し
た。アドバンスコースとしては、がん診療連携拠
点病院の医療従事者と地域の医療福祉従事者のチ
ームを対象とし、平成 30年 2月 17 日・18 日に開
催し、計 3回の研修会を開催した。 

参加者の総計は 289 名で、41都道府県からの参
加があった。参加病院の内訳は、県拠点 20か
所、地域拠点 59 か所、地域診療連携病院 8 か
所、地域 26 か所(非拠点病院 6か所・診療所 6か
所・訪看 ST4 か所・地域包括支援センター3か
所・医療・介護連携新センター3か所・医師会 1
か所、居宅介護支援センター2か所、役所 1か所)
であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1．参加者数 
H29 年度コ
ース 

参加人
数 

参加チー
ム数 

参加都道府
県数 

ベーシック
第１回
(BS1) 

96 名 35 チーム 23 都道府
県 

ベーシック
第２回
(BS2) 

101 名 40 チーム 26 都道府
県 

アドバンス
(AD) 

82 名 17 チーム 15 都道府
県 

計 289 名 92 チーム 41 都道府
県(重複含
まず) 

 
 表 2．職種別参加者数 
参加職種 BS１ BS2 AD 計 
医師 14 名 14 名 22 名 50 名 
看護師・
保健師 

48 名 49 名 37 名 134 名 

MSW・CM 31 名 35 名 22 名 88 名 
その他
(事務
/OT/薬剤
師) 

3 名 3 名 1 名 7 名 

 
Ｄ．考察 
地域におけるがん緩和ケアの連携体制が構築さ

れていくモデルとして、①顔の見える関係づく
り、②体制づくり、③地域づくりのプロセスを明
らかにした。これらの取り組みを進めていくため
に、地域緩和ケア連携調整員は地域全体で、がん
緩和ケアを提供できる基盤を作っていくための現
場の担い手としての役割が期待される。具体的に
は、地域のがん医療と緩和ケアに関する医療福祉
機関、職能団体等が円滑に連携できるよう、関係
者間を調整する活動を行う。地域の課題抽出のた
めの会議開催の準備、課題解決に向けた取り組み
の下書きの作成、年間計画案の作成、地域内で取
り決めたことの周知等を行うことなどが想定され
た。地域の状況に応じて、がん緩和ケアの地域連
携のネットワークの単位は柔軟に設定されるべき
であるが、モデルとしてネットワークの単位を 2
次医療圏を一つの単位として考えた場合、地域緩
和ケア連携調整員の候補者は、2次医療圏内のが
ん拠点病院の地域連携担当者が中心となりつつ、
医療介護総合確保推進法に基づく医療介護連携支
援センターの連携担当者も協働できるよう働きか
けていくことが重要であると考えられた。１つの
ネットワークの中に、がん拠点病院と地域の者で
構成される可能な範囲で複数名が地域緩和ケア連
携調整員の役割を担えることが望ましいこと、地
域緩和ケア連携調整員が活躍していくためには、



拠点病院の院長や医師会等の職能団体のバックア
ップが不可欠である。また、資格としては、地域
緩和ケアについて地域全体を俯瞰しながら活動し
ていくことが想定されているため、地域の緩和ケ
アの状況を把握している看護師や社会福祉士が望
ましいと考えられた。 

これらのことを踏まえて作成された研修プログ
ラムに基づいて実施された研修会では、全国から
多くの方から申し込みがあり、がん医療における
地域連携に対する関心の高さが伺えた。研修の実
行可能性や有用性については一定の効果を確認で
きたが、更なる改善が必要であるとして、各地域
の緩和ケア連携体制の構築に即した研修内容を検
討した。新たにベーシックコースとアドバンスコ
ースを設定し、実施した。受講者の研修満足度に
おいて、平成 28 年度の 7割から、平成 29 年度は
9 割に上がり、各地域の緩和ケア連携体制構築の
度合いに応じたコース設定により、満足度が上昇
したものと考察された。 

今後、より充実した研修になるようプログラム
の見直しを行いつつ、継続的に開催していくとと
もに、フォローアップ研修の企画や全国のがん医
療における地域連携が円滑に進むための支援とし
て、教育資材の開発や情報発信等を検討してい
く。 
 
Ｅ．結論 

「地域緩和ケア連携調整員」に期待される
役割と有するべき資質を明らかにし、それに
基づき、地域でがん緩和ケアのネットワーク
を構築していくことを目的とした「地域緩和
ケア連携調整員」を育成するための研修プロ
グラムの開発を行った。平成 29 年 9 月 2 日・
3 日と 9月 30 日・10 月 1日の 2回ベーシック
コースを、平成 30年 2月 17 日・18 日にアド
バンスコースを開催し、計 3回研修を開催
し、その実行可能性と有用性を確認した。 
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